
# 2 # 5 # 7 # 9 # 3 # 5 # 7 # 9

@ 9 # 0 # 1

! 8 ! 9

! 7

! 6 @ 0

@ 1

@ 1 @ 2

! 3 ! 4 ! 5

# 5

# 6

# 7

# 8

# 4

# 3

# 2

# 1

# 0

@ 9

@ 8

# 9

$ 0

$ 3

$ 5

$ 7

$ 9

%7

%5

%9

$ 6

$ 8

%1

%0

^ 3

^ 4

^ 5

^ 6

^ 7

^ 8

^ 9

&0

q

w

e

r

t

y

u

i

o

! 0

! 1

! 2

! 3

! 4

! 5

! 6

! 7

! 8

! 9

@ 0

@ 1

@ 2

@ 3

@ 4

@ 5

@ 6

@ 7

%3 %4

^ 3 ^ 4 ^ 5 ^ 6 ^ 7

q w e r

u i o ! 0 ! 1 ! 2

t y

@ 4

@ 6

%3

%2

%4

$ 6

%6

%8

^ 1^ 0 ^ 0

%7 %8 %9

$ 2$ 1

$ 4$ 0 $ 1 $ 2

$ 3 $ 4 $ 5

$ 6 %1

^ 2^ 0 ^ 1

&1

&2

^ 8 ^ 9 # 5

$ 6

%5 %6

Ｂ
Ｃ

Ａ
Ｄ

Ｅ
Ｆ
Ｇ
Ｈ
Ｉ
Ｊ

Ｋ
Ｌ
Ｍ

Ｎ
Ｏ
Ｐ
Ｑ
Ｒ
Ｓ
Ｔ

Ｕ
Ｖ

Ｗ
Ｘ
Ｙ
Ｚ

ＡＢ

ＡＣ

ＡＡ

ＡＤ
ＡＥ ＡＦ ＡＧ
ＡＨ ＡＩ ＡＪ
ＡＫ ＡＬ ＡＭ

ＡＮ ＡＯ ＡＰ
ＡＱ
ＡＲ ＡＳ ＡＴ
ＡＵ
ＡＶ ＡＷ ＡＸ
ＡＹ
ＡＺ ＢＡ ＢＢ

ＢＣ
ＢＤ ＢＥ

ＢＦ
ＢＧ ＢＨ
ＢＩ ＢＪ
ＢＫ ＢＬ
ＢＭ ＢＮ

ＢＯ ＢＰ ＢＱ
ＢＲ ＢＳ ＢＴ

ＢＵ

ＢＶ
ＢＷ ＢＸ

ＢＹ
ＢＺ

ＣＡ
ＣＢ

ＣＣ

ＣＤ

Ｃ
Ｅ

ＡＤ

※Ｅ～Ｉ：通算法人は記載しない
　　　　（第6号様式別表1に記載）

別紙１「法人三税に係る入力参考資料」



ＣＤ ＣＦ



〇〇県　ＣＧ

大分県 ＣＫ

ＣＨ
ＣＩ ＣＪ

ＣＭＣＬ

ＣＮ
ＣＯ ＣＰ



ＣＢ

ＣＣ

ＣＱ

ＣＤ



q

w

e

r

t

y

u

i

o

! 0

! 1

! 2

! 3

! 4

! 5

! 6

! 7

! 8

! 9

@ 1

@ 2

@ 4

@ 3

@ 5

@ 0

# 4 e

# 3 ! 2

# 5 e

e

r t

q r

r

q i

%1

@ 1 @ 2 @ 3

@ 0 @ 0 @ 1 @ 4 @ 0 @ 2 @ 44 @ 0 @ 3 @ 4

y o ! 0

^ 8 @ 3 ! 4 ! 5

! 7 ! 8 ! 9

! 6

! 6

! 2
! 3

! 6

@ 9
@ 6 @ 7 @ 8

@ 8@ 7@ 6

@ 9 @ 9 w
! 9 @ 3 @ 5 # 3

! 2 # 0
# 8 ! 0

ＣＲ
ＣＳ
ＣＴ

ＣＵ

ＣＶ

ＣＷ



q

w

e

! 2

e

e

r

tq w e r

# 3

# 4

q y @ 2

w u @ 3

# 5e i @ 4

y

u

i

o

! 0

! 1

! 2

y u i o

! 3

! 4

! 5

! 6

! 7

! 8

! 9

@ 0

@ 1

@ 2

@ 3

@ 4

@ 5 @ 9 @ 8

! 3 ! 6 ! 9

! 4 ! 7 @ 0

! 5 ! 8 @ 1

@ 5

@ 6

@ 7

@ 8

@ 9

# 0

# 1

# 2

@ 6 @ 9 @ 8

@ 7 @ 9 @ 8

ＣＲ
ＣＳ

ＣＴ

ＣＵ

ＣＸ
ＣＹ
ＣＺ

ＤＡ

ＤＢ
ＤＣ
ＤＤ



q

wq e r

e

r

t

y

u

i

o

! 0

! 2

! 4

! 0

t y

u ! 0 t
u ! 1 ! 2

u i

o ! 4 ! 5

! 1# 0

y i ! 0 ! 1

! 3
t ! 0 t

! 4

! 5

! 6

! 7

@ 9

! 8

! 9

@ 0

@ 1

@ 3

! 6 ! 7 ! 8

@ 9

@ 2

! 9 @ 2

@ 0 @ 1

@ 7

@ 8

@ 6

@ 5

@ 4

! 4 o ! 0

@ 9

# 1@ 9 @ 3

# 2

# 3# 1 # 2 # 1 # 2

@ 4

@ 9

# 0@ 6 @ 7 @ 6 @ 8 @ 9

# 4

# 5

# 6

# 7

# 8

! 4

# 4 # 9 $ 0

# 4 # 5

# 6 $ 1 $ 2

# 5 # 7

$ 0

# 9

$ 1

$ 2

@ 9 @ 3@ 55 # 3

ＤＦ

ＤＥ

ＤＧ

ＣＷ



ＤＨ

ＤＩ

ＤＪ

ＤＫ
ＤＬ
ＤＭ



ＤＮ

ＤＯ



ＤＰ

ＤＱ



q

w

e

r

y

t

u

i

o

! 0

! 1

! 2

! 3

! 4

ＤＲ

ＤＳ

Ｇ

Ｉ

※内訳は
　次頁以降の
　別表にて確認



ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



q w

q w e r t

ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



ＤＴＤＳ



Ａ
Ｂ
Ｃ

Ａ

R8.4.1以後開始事業年度からＤ
Ｅ Ｆ Ｇ

Ｈ Ｉ
Ｊ Ｋ
Ｌ Ｍ Ｎ
Ｏ Ｐ Ｑ

Ｒ Ｓ
Ｔ Ｕ

Ｖ Ｗ Ｘ Ｙ
Ｚ ＡＡ ＡＢ

ＡＣＣＥ

ＣＰ ＣＭ

ＡＤ ＡＩ

ＡＥＡＦ ＡＧ
ＡＨ ＡＪ
ＡＫＡＬ ＡＭ
ＡＮＡＯ ＡＰ

ＡＱ ＡＲＡＳ ＡＴ
ＡＵ ＡＶＡＷ ＡＸ
ＡＹ ＡＺＢＡ ＢＢ
ＢＣ R8.4.1以後開始事業年度から ＢＤ

ＢＥＢＦ ＢＧ
ＢＨ ＢＩ ＢＪ ＢＫ ＢＬ
ＢＭ
ＢＮ

ＣＡ

ＣＯ ＣＬ ＣＮ ＣＫ



ＢＯＢＰ ＢＱ
ＢＲＢＳ ＢＴ

ＢＵ
ＢＶ
ＢＷ
ＢＸ
ＢＹ
ＢＺ

ＣＢ ＣＣ
ＣＤ

ＣＦ

Ｇ、ＤＲなど Ｈ、ＤＳなど

ＣＱ

ＤＴ



ＣＧ ＣＨＣＩ ＣＪ

ＣＬ ＣＫ ＣＭ
ＣＯ ＣＮ ＣＰ

ＣＲ
ＣＴ

ＣＳ
ＣＵ

ＣＵ ＣＶ

ＣＷ

ＣＸ ＣＹ
ＣＺ ＤＡ
ＤＢ ＤＣ
ＤＤ

ＤＥ
ＤＦ ＤＧ
ＤＨ ＤＩ
ＤＪ ＤＫ
ＤＬ ＤＭ
ＤＮ ＤＯ
ＤＰ ＤＱ



# 2 # 3 # 5 # 7 # 9 $ 1 $ 3 $ 5 $ 7

@ 9 # 0 # 1

! 8 ! 9

! 7

! 6 @ 0

@ 1

@ 1 @ 2

! 3 ! 4 ! 5

# 5

# 6

$ 5

$ 7

$ 6

# 4

# 3

# 2

# 1

# 0

@ 9

@ 8

$ 8

%1

%3

%5

%7

&0

^ 8

&2

%4

%6

^ 3

%8

q

w

e

r

t

y

u

i

o

! 0

! 1

! 2

! 3

! 4

! 5

! 6

! 7

! 8

! 9

@ 0

@ 1

@ 3

@ 2

@ 4

@ 5

@ 6

^ 5 ^ 6 ^ 7

q w e r

u i o ! 0 ! 1 ! 2

t y

@ 4

@ 6

$ 3

$ 4

^ 5

^ 4

^ 6

^ 7

%4

^ 9

&1

&4&3

&5&3 &4

^ 8 ^ 9

&3

&0 &1 &2

%0$ 9

%2$ 8 $ 9 %0

%1 %2 %3

%4 ^ 3

&7

&8

# 5

%4

%9

^ 1

^ 0

^ 2

$ 1

$ 2

# 5

# 9

$ 0

# 7

# 8

@ 7

&6

※地方税法第72条の2第1項第3号に掲げる電気供給業を行う法人の場合
　申告入力の前に「43：一般申告書詳細」画面にて事業種別区分
（第１・２号事業、第３号事業）ごとの明細を入力する。

ＤＵ
ＤＶ ＤＷ ＤＸ
ＤＹ ＤＺ ＥＡ
ＥＢ ＥＣ ＥＤ

ＥＥ ＥＦ ＥＧ
ＥＨ
ＥＩ ＥＪ ＥＫ
ＥＬ
ＥＭ ＥＮ ＥＯ
ＥＰ
ＥＱ ＥＲ ＥＳ

ＥＴ
ＥＵ ＥＶ ＥＷ
ＥＸ

ＥＹ ＥＺ ＦＡ
ＦＢ
ＦＣ ＦＤ ＦＥ
ＦＦ
ＦＧ ＦＨ ＦＩ

ＦＪ ＦＫ ＦＬ
ＦＭ ＦＮ ＦＯ

ＦＰ ＦＱ ＦＲ



ＤＵ

ＦＳ



ＦＴ

ＥＴ



〇〇県

大分県 ＦＵ
ＦＶ

ＦＷ
ＦＸ



〇〇県

大分県 ＦＹ
ＦＺ

ＧＡ
ＧＢ



ＤＵ
ＤＷ ＤＸＤＶ

ＤＹＤＺ

ＥＣ

ＥＡ
ＥＢ ＥＤ

ＥＦ ＥＥ ＥＧ
ＥＨ ＥＩＥＪ ＥＫ
ＥＬ ＥＭＥＮ ＥＯ
ＥＰ ＥＱＥＲ ＥＳ

ＦＳ

ＦＶＦＸ ＦＷ ＦＵ

ＦＪＦＫ ＦＬ
ＦＭＦＮ ＦＯ



ＥＴ
ＥＵＥＶ ＥＷ

ＥＸ ＥＹＥＺ ＦＡ
ＦＢ ＦＣＦＤ ＦＥ
ＦＦ ＦＧＦＨ ＦＩ

ＦＴ

ＦＺ ＦＹＧＢ ＧＡ

ＦＰＦＱ ＦＲ



# 2 # 5 # 7 # 9 # 3 # 5 # 7 # 9

@ 9 # 0 # 1

! 8 ! 9

! 7

! 6 @ 0

@ 1

@ 1 @ 2

! 3 ! 4 ! 5

# 5

# 6

# 7

# 8

# 4

# 3

# 2

# 1

# 0

@ 9

@ 8

# 9

$ 0

$ 3

$ 5

$ 7

$ 9

%7

%5

%9

$ 6

$ 8

%1

%0

^ 3

^ 4

^ 5

^ 6

^ 7

^ 8

^ 9

&0

q

w

e

r

t

y

u

i

o

! 0

! 1

! 2

! 3

! 4

! 5

! 6

! 7

! 8

! 9

@ 0

@ 1

@ 2

@ 3

@ 4

@ 5

@ 6

@ 7

%3 %4

^ 3 ^ 4 ^ 5 ^ 6 ^ 7

q w e r

u i o ! 0 ! 1 ! 2

t y

@ 4

@ 6

%3

%2

%4

$ 6

%6

%8

^ 1^ 0 ^ 0

%7 %8 %9

$ 2$ 1

$ 4$ 0 $ 1 $ 2

$ 3 $ 4 $ 5

$ 6 %1

^ 2^ 0 ^ 1

&1

&2

^ 8 ^ 9 # 5

$ 6

%5 %6

7 4 1 8 3 31 確定

R8.5.29

●確定申告書入力事例

00000010

0004

000

000

4

2

3.5

5.3

7.0

0

0

140

212

140 0

0492

4920

4920

492 0

492 0

492 000

37.0492 0 182 0

182 0

000

1820

182

10 000 000

10 000 000

735 0001

7351

1.0 17 350

317

12

21,000 21 0

21 0

38 3

173

38 300







$ 1

%1

@ 1 @ 2 @ 3 @ 5

@ 1

@ 4

@ 5

@ 6

@ 7

@ 8

@ 2

@ 3

@ 9

# 0

# 1

# 2

# 3

# 4

# 5

# 6

# 7

# 8

# 9

$ 0

$ 1

$ 3

$ 5

$ 2

$ 4

@ 6 @ 7

# 0 # 2 # 4 # 6

%1

%2

%0

$ 9

$ 8

$ 7

$ 6 $ 7

# 7 # 8 # 9 $ 0

$ 1

$ 2

$ 3

@ 4

$ 4

$ 5

$ 8 $ 9 %0

$ 6

8 8

290000

145000

6

4200
840,000

149200

72499
12000
4999

107299
196797

196797

1 1 12 31

R8.8.31

●予定申告書入力事例



0831

（株）めじろん産業7445815 R081231
14,500,000 420,000 7,249,900 1,200,000 499,900 0

14,920,000 10,729,900 8.949.800

※地方税法第72条の2第1項第3号に掲げる電気供給業者の場合は、
　申告入力前に職員が「11:年度情報修正」画面にて事業税区分を
　空欄にする処理を行う。



第3号様式の2(第7条関係) 

  
受付印 法 人 設 立 (設 置) 届 管理番号   

  

    
ふ り が な 

法 人 名 
  

 令和  年 月 日 

 

大分県大分県税事務所長 様  

代表者の氏名 
  

法 人 番 号                           

所在地 
〒 

(TEL  -   -   ) 

設 立 年 月 日 年 月 日 事 業 年 度  月 日から 月 日まで 

資本金の額又は出資金の額 円 
事 業 種 目   

資 本 金 等 の 額 円 

県 内 の 支 店 等 

名 称 所 在 地 設置年月日 

(主たる支店) 〒 
年 月 日 

  
〒 

年 月 日 

  
〒 

年 月 日 

事 務 所 を 有 す る 都 道 府 県 の 数 
□本県のみ 

 

□2都道府県 

 (本県を含む。) 

□3都道府県以上 

 (本県を含む。) 

申告期限の延長の有無 

県民税 
年 月 日から 

年 月 日まで 
  の事業年度から 月 

事業税 
年 月 日から 

年 月 日まで 
  の事業年度から 月 

 
関

与

税

理

士

署

名 

□ 通算親法人  □ 通算子法人 
通算親法人の最初

事 業 年 度 

   年 月 日から 

   年 月 日まで 

通 算 子 法 人 の 場 合 

通 算 制 度 

承認年月日 
通算子法人適用

開 始 事 業 年 度 

   年 月 日から 

   年 月 日まで 
年 月 日 

ふ り が な 

通 算 親 法 人 名 
  

  

通算親法人所在地 
〒 

(TEL  ―  ―  ) 

関 与 税 理 士 

氏 名   

事 務 所 所 在 地 
〒 

(TEL  ―  ―  ) 

書 類 の 送 付 先 が

本 店 と 異 な る 場 合 の

送 付 先 

名 称   

所 在 地 
〒 

(TEL  ―  ―  ) 

個 人 営 業 を 廃 止 し 、

法 人 を 設 立 し た 場 合 

個 人 営 業 者 名   廃止した年月日 

住 所 
〒 

年 月 日 

添付書類 登記事項証明書(履歴事項全部証明書)の写し 

     定款等の写し 

備考 この様式は、九州各県(沖縄県を除く。以下同じ。)の共通様式ですので、宛先を書き換えていた

だければ、九州各県で使用できます。 

●法人設立（設置）届入力事例

大分市大手町１

株式会社めじろん産業
かぶしきがいしゃめじろんさんぎょう

870-0022

097  536   XXXX

令和８　 ４　１ 4   1      3   31

1,000,000

1,000,000 その他小売業

■

8   4  15
大分　太郎



1 先

1 先

097-536-XXXX

097-536-XXXX



Ｒ８．４．１５付け設立届受理。代表者：大分　太郎　　　　　　　　　　　　　●●（入力者）　　　



第3号様式の2の3(第7条関係) 

  
受付印 

法 人 異 動 届 管 理 番 号   
  

    
ふ り が な 

法 人 名 
  

  年 月 日 

 

大分県大分県税事務所長 様 

代 表 者 の 氏 名   

法 人 番 号              

所 在 地 
〒 

(TEL   ―  ―   )  

 

  新 旧 異動年月日 

法 人 名      年  月  日 

代 表 者      年  月  日 

本 店 所 在 地 
〒 〒 

 年  月  日 

支 店 等 名 称      年  月  日 

支 店 等 所 在 地 
〒 〒 

 年  月  日 

事 業 年 度   月  日から  月  日まで   月  日から  月  日まで   

資 本 金 の 額 又

は 出 資 金 の 額 
     年  月  日 

資 本 金 等 の 額      年  月  日 

事 業 種 目      年  月  日 

その他(   )      年  月  日 

支 店 等 の 設 置

又 は 廃 止 

名称 所在地 設置・廃止年月日  
関

与

税

理

士

署

名 

  
〒 

 年  月  日 

支店等の廃止(本店転出を含む。)の場合、県内の他の支店等の有無(有・無) 

合 併 

合 併 

法 人 

法 人 名   

合併年月日 
所 在 地 

〒 

(TEL  ― ―  ) 

被 合 併 ・ 

被 分 割 

法 人 

法 人 名   

 年  月  日 
所 在 地 

〒 

 

(

Ｔ
Ｅ
Ｌ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
)
 
 

通 算 制 度 の

承 認 等 

□通算親法人 

□通算子法人 
区分 

□左記の通算法人となつた。 

□左記の通算法人でなくなつた。 

上記区分に

該当するこ

ととなつた

事 由 

□通算制度の承認があつた。  □完全支配関係を有することとなつた。 

□完全支配関係を有しなくなつた。(原因：             ) 

□通算制度の承認の取消処分があつた。 

□通算制度の適用の取りやめの承認があつた(グループ通算制度へ移行しない旨の届出

を行つた)。 

上 記 事 由 が 生 じ た 日 年  月  日 

最 初 通 算 親 法 人 事 業 年 度 年  月  日から  年  月  日まで 

通算子法人適用開始事業年度 年  月  日から  年  月  日まで 

通 算 子 法

人 の 場 合 

通算親法人法人名   

通算親法人所在地   

解 散 

清算人氏名   解散年月日 

清算人住所 
〒 

(TEL  ―  ―  )  
  年  月  日 

清 算 結 了 
解散年月日 残余財産確定の日 清算結了日 

  年  月  日   年  月  日   年  月  日 

添付書類 登記事項変更の場合は、登記事項証明書(履歴事項全部証明書)の写し 

     登記を要しない事項の変更の場合は、変更の事実を証明できる書類(定款、総会議事録等) 

     合併(分割)の場合は、合併(分割)契約書及び登記事項証明書(履歴事項全部証明書)の写し 

     通算法人となつた場合は、グループ通算制度の承認の申請書、出資関係図、グループ一覧等の写し 

     通算法人でなくなつた場合は、国税庁長官の処分の通知等の写し 

備考 この様式は、九州各県(沖縄県を除く。以下同じ。)の共通様式ですので、宛先を書き換えていただければ、九州各

県で使用できます。 

 

株式会社めじろん産業

かぶしきがいしゃめじろんさんぎょう

大分　太郎

大分市大手町１
870-0022

092  714   XXXX

株式会社ＭＥＪＩＲＯＮ産業

株式会社ＭＥＪＩＲＯＮ産業

福岡市中央区２

810-0001
R8  6   1

R8  6   1

令和8　6　15

●法人異動届入力事例

大分支店 R8  6   1大分市大手町１
870-0022

810-0001
福岡市中央区２



097-536-XXXX

097-536-XXXX

〈修正前〉



092-714-XXXX

092-714-XXXX

〈修正画面〉



Ｒ８．４．１５付け設立届受理。代表者：大分　太郎　　　　　　　　　　　　　　　●●（入力者）　　　

Ｒ８．６．１５付け異動届受理。法人名変更：（株）めじろん産業→（株）ＭＥＪＩＲＯＮ産業、　　

本店所在地変更：大分市大手町１→福岡市中央区２、支店設置：大分支店（大分市大手町１）、　

電話番号変更：０９７－５３６－ＸＸＸＸ→０９２－７１４ーＸＸＸＸ（全てＲ８．６．１付け）
分割区分：分１→分３に修正 ▲▲（入力者）















別紙２　法人三税及び県民税配当割等申告情報入力等件数（見込）

(１)法人三税申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①申告情報入力業務 － － － － － － 438 445 441 229 366 412 2,331

②申告入力情報確認業務 － － － － － － 3,164 3,845 2,903 1,844 2,689 2,403 16,848

③届出情報入力業務 － － － － － － 819 1,105 1,307 1,078 754 1,513 6,576

④申告書出力業務（エラーリスト記載分） － － － － － － 541 576 494 324 415 508 2,858

⑤設立届・異動届出力業務 － － － － － － 396 314 409 327 374 320 2,140

⑥申告書等編纂業務 － － － － － － 3,983 4,950 4,210 2,922 3,443 3,916 23,424

(2)県民税配当割及び株式等譲渡割申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①県民税配当割に係る申告書入力業務 － － － － － － 365 148 382 1,326 121 128 2,470

②県民税株式等譲渡所得割に係る申告書入

力業務
－ － － － － － 7 8 5 37 7 6 70

８月実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ３月 計

実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

計３月１０月 １１月 １２月 １月 ２月



別紙２　法人三税及び県民税配当割等申告情報入力等件数（見込）

(１)法人三税申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①申告情報入力業務 508 933 955 746 453 456 438 445 441 229 366 412 6,382

②申告入力情報確認業務 2,435 5,066 4,364 3,719 3,045 2,799 3,164 3,845 2,903 1,844 2,689 2,403 38,276

③届出情報入力業務 972 901 939 940 1,249 1,219 819 1,105 1,307 1,078 754 1,513 12,796

④申告書出力業務（エラーリスト記載分） 502 829 1,091 984 536 516 541 576 494 324 415 508 7,316

⑤設立届・異動届出力業務 391 452 470 426 392 370 396 314 409 327 374 320 4,641

⑥申告書等編纂業務 3,407 5,967 5,303 4,659 4,294 4,018 3,983 4,950 4,210 2,922 3,443 3,916 23,424

(2)県民税配当割及び株式等譲渡割申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①県民税配当割に係る申告書入力業務 427 144 332 1,759 219 179 365 148 382 1,326 121 128 5,530

②県民税株式等譲渡所得割に係る申告書入

力業務
6 7 8 8 8 6 7 8 5 37 7 6 113

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

３月 計

実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月



別紙２　法人三税及び県民税配当割等申告情報入力等件数（見込）

(１)法人三税申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①申告情報入力業務 508 933 955 746 453 456 － － － － － － 4,051

②申告入力情報確認業務 2,435 5,066 4,364 3,719 3,045 2,799 － － － － － － 21,428

③届出情報入力業務 972 901 939 940 1,249 1,219 － － － － － － 6,220

④申告書出力業務（エラーリスト記載分） 502 829 1,091 984 536 516 － － － － － － 4,458

⑤設立届・異動届出力業務 391 452 470 426 392 370 － － － － － － 2,501

⑥申告書等編纂業務 3,407 5,967 5,303 4,659 4,294 4,018 － － － － － － 0

(2)県民税配当割及び株式等譲渡割申告情報入力等業務 （単位：件）

業務内容

①県民税配当割に係る申告書入力業務 427 144 332 1,759 219 179 － － － － － － 3,060

②県民税株式等譲渡所得割に係る申告書入

力業務
6 7 8 8 8 6 － － － － － － 43

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

３月 計

実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月実績月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月



別紙３

Ⅰ　業務の作業場所 大分県税事務所　課税課

Ⅱ　入力する申請書・申告書

1

2

3

Ⅲ　使用するシステム 県税総合情報管理システム及び宿泊税システム

Ⅳ　作業手順

一.【特別徴収義務者登録申請書】【宿泊税特別徴収義務者登録事項変更届出書】

１ 職員から入力する申請書等を受領する。

２ 申請書等の氏名又は名称を県税総合情報管理システム（以下、「税総システム」という。）の

氏名検索に入力し、特別徴収義務者を検索する。登録がなければ、税総システムの

宛名登録・修正画面に①「住所又は所在地」②「氏名又は名称」を入力する。登録が完了したら、

取得した宛名番号及び枝番を税務システムの宛名基本登録・修正画面に入力し、検索する。

宛名基本登録・修正画面にて屋号等を登録する。

～翌日以降～

３ 税総システムから取得した宛名番号及び枝番を宿泊税システムで検索する。

４ 以下のとおり、宿泊税システムに入力する。

（１）入力する内容

（２）入力時の注意事項

５ 入力後に入力画面のコピーを撮って、入力した内容の確認を行う。

６ 宿泊税システムから「証票」及び「特別徴収義務者登録通知書」を印刷する。

7 作業の終了報告を行う。

職員に、入力した申請書、証票及び登録通知書を引き渡し、入力した内容を報告する。

税総システムから取得した宛名番号・枝番の入力時に以下の事象が生じた場合
は、入力を行わずに職員に報告すること。
　・システムに特別徴収義務者の氏名及び住所等が表示されない場合
　・システムに表示された特別徴収義務者の氏名及び住所等が変更されていた場
合。

ア

宿泊税に係る作業手順について

宿泊税特別徴収義務者登録申請書

宿泊税特別徴収義務者登録事項変更届出書

申請書の③～⑧項目の記載内容

宿泊税納入申告書



【宿泊税特別徴収義務者登録申請書】



【税総システム】

6209956



【宿泊税システム】

6209956



二.【宿泊税納入申告書】

１ 職員から入力する「宿泊税納入申告書」（以下、「申告書」という。）及び「宿泊税月計表」

（以下、「月計表」という。）を受領する。

月計表の各項目の合計欄の宿泊数と、申告書の対応する項目⑬～⑯及び⑱の宿泊数が

一致することを確認する。申告書の①宛名番号及び②枝番を宿泊税システムに入力して、

施設を検索する。申告書の④～⑫が検索した施設と相違無いか確認する。

※相違ある場合は、その旨を職員に報告する。

２ 以下のとおり、宿泊税システムに入力する。

（１）入力する内容

（２）入力時の注意事項

３ 入力した内容の確認を行う。

４ 作業の終了報告を行う。

（１）

（２）

入力日の午後４時までに宿泊税システムから印刷した「申告書入力確認リスト」（以下、
「確認リスト」という。）と照合し、入力した申告情報等の正誤を確認すること。

入力誤りがあった場合は、入力日の午後５時までに修正が必要な情報について、宿泊税
システムの申告書入力画面から処理区分を入力した上で修正入力を行うこと。入力日の
午後５時までに修正ができなかった場合には、その旨を職員に報告すること。

宛名番号・枝番の入力時に以下の事象が生じた場合は、入力を行わずに職員に報
告すること。
　・システムに特別徴収義務者の氏名及び住所等が表示されない場合
　・システムに表示された特別徴収義務者の氏名及び住所等が変更されていた場
合。

月計表の①～⑥の項目について、月初から月末までの宿泊数を足して、その結果が、対応する

項目の⑦～⑫の合計の宿泊数と一致することを確認する。

職員に、入力した申告書と確認リストを引き渡し、入力した内容と確認結果を報告する。

申告書の⑬～⑯及び⑱の項目の記載内容

ア

イ

同一施設の特別徴収義務者について複数の申告書がある場合は、申告書の⑬～
⑯及び⑱の各項目において、合算した宿泊数を宿泊税システムに一度の作業で入
力すること。
（同一の特別徴収義務者について、同一の課税実績月に１回しか入力することがで
きないため）



【宿泊税月計表】

① ② ③ ④

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

⑤ ⑥

⑦ ⑧

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

合
算
し
た
数
が
合
計
と
一
致
す
る
こ
と

納入申告書の宿泊数と一致します。

⑨ ⑩ ⑪ ⑫



【宿泊税納入申告書】

5
50 5,000
100

5

0

155

230

20,000

2,500

0

540 27,500



【宿泊税システム】

6209956



●令和８年度（全県分実施：年間）（仮）
   【宿泊税申告情報入力等業務件数】

申告確認

納入申告 特例申告 申告入力計 電子申告 登録申請 変更届等 届出入力計

4月 0 0 0 0 0 0 0

5月 0 0 0 0 0 0 0

6月 0 0 0 0 0 0 0

7月 0 0 0 0 0 0 0

8月 0 0 0 0 0 0 0

9月 0 0 0 0 0 0 0

10月 0 0 0 562 0 562 562

11月 0 0 0 562 0 562 562

12月 0 0 0 563 0 563 563

1月 0 0 0 563 0 563 563

2月 0 0 0 10 25 35 35

3月 2,250 2,250 0 10 25 35 2,285

年間計 2,250 2,250 0 2,270 50 2,320 4,570

●令和９年度（全県分実施：年間）（仮）
   【宿泊税申告情報入力等業務件数】

申告確認

納入申告 特例申告※ 申告入力計 電子申告 登録申請 変更届等 届出入力計

4月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

5月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

6月 2,025 675 ※ 2,700 0 10 25 35 2,735

7月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

8月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

9月 2,025 675 2,700 0 10 25 35 2,735

10月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

11月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

12月 2,025 675 2,700 0 10 25 35 2,735

1月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

2月 2,025 2,025 0 10 25 35 2,060

3月 2,025 675 2,700 0 10 25 35 2,735

年間計 24,300 2,700 27,000 0 120 300 420 27,420
※特例申告・・・通常は毎月納入申告しなければならない宿泊税を、3ヶ月分をまとめて年4回納入申告できる制度です。

上記のとおり特例申告月は、申告件数が増加しますが、特例申告月の前月及び前々月分の納入申告数は減少する見込みです。

また、令和９年度の特例申告は９月以降ですので、６月の特例申告はありませんが、令和１０年度以降の申告数の見込みのため、

６月分の特例申告見込数を記載しています。（特例申請をする特徴者：全特徴者の１割を見込む）

月
申告情報入力 届出情報入力 申告書等

編纂

申告書等

編纂

届出情報入力申告情報入力
月

別紙4　宿泊税申告情報入力等件数（見込）



別紙５

Ⅰ　業務の作業場所 大分県税事務所　課税第一課　事業税第二班

Ⅱ　入力する申告書

２

Ⅲ　使用するシステム 県民税配当割システム

Ⅳ　作業手順

１ 県担当職員（課税第一課事業税第二班）から入力する申告書を受領する。

２ 申告書の内容を県民税配当割システムに入力する。

（１）入力する内容

（２）入力時の注意事項

（ア）

（イ）

（ウ）

【申告書　１－Ａ】

申告入力画面の③から⑤の各合計欄には、「１　道府県民税配当割納入申告書」の
申告の種類（ＡからＣ）ごとの合計額を入力すること

申告入力画面の⑥の合計欄には、「２　源泉徴収選択口座内配当割等に係る道府県
民税配当割納入申告書」の合計額を入力すること

申告入力画面の末尾の計欄には、上記（ア）と（イ）の総合計額を入力すること

同一の特別徴収義務者について複数の申告書がある場合は、以下のとおり金額の
合計額を計算した上で、一度の作業で入力すること。
（同一の特別徴収義務者について、同一の課税実績月に１回しか入力することがで
きないため）

ア

特別徴収義務者番号の入力時に以下の事象が生じた場合は、入力を行わずに県
担当職員に報告すること。
　・システムに特別徴収義務者の氏名、住所及び電話番号が表示されない場合
　・特別徴収義務者番号が変更されている場合
　・特別徴収義務者番号が変更されている場合

イ

県民税配当割に係る作業手順について

Ｂ　投資信託でその設定に係る受益権の募集が公募により
行われたものの収益の分配

Ａ　上場株式等の配当等

Ｃ　特定公社債の利子・特定口座外の割引債の償還金

申告書の区分 申告の種類

道府県民税配当割納入申告書１

源泉徴収選択口座内配当割等に係る道府県民税配当割納入申告書

次ページに示しているとおりに申告書の赤枠内をシステムに入力する。
（申告書の赤枠内に付した丸付け数字と、システム入力画面に付した丸付け数字が対応
している。）



【申告書　１－Ｂ】

【申告書　１－Ｃ】

【申告書　２】



【システム入力画面】

ウ 入力項目を全て入力した後、登録ボタン押下時に次の表示が出た場合は、「はい」を
選択して登録すること。

①

②

③
④

③～⑥の各合計額の総合計

⑤

⑥



エ

オ

３ 入力した内容の確認を行う。

４ 作業の終了報告を行う。

（１）

（２）

入力終了後、システムから県民税配当割申告書入力確認リスト（県配当割第１号様式）を
出力し、入力した内容に誤りがないか確認する。

入力誤りがあった場合は、申告書入力画面から処理区分を入力した上で修正入力を行
う。入力後、上記（１）と同様に、再度入力確認リストを出力し、入力した内容に誤りがない
か確認する。

県担当職員に、入力した申告書及び入力確認リストを引き渡し、入力した内容と確認結果
を報告する。

具体的な入力方法等については、配当割システム操作説明書を参照すること。

入力項目を全て入力した後、登録ボタン押下時に次の表示が出た場合は、「再入
力」を選択し、登録せずに当該申告書を県担当職員に渡すこと。



別紙６

Ⅰ　業務の作業場所 大分県税事務所　課税第一課　事業税第二班

Ⅱ　入力する申告書 道府県民税株式等譲渡所得割納入申告書

Ⅲ　使用するシステム 県民税株式等譲渡所得割システム

１ 県担当職員（課税第一課事業税第二班）から入力する申告書を受領する。

２ 申告書の内容を県民税配当割システムに入力する。

（１）入力する内容

（２）入力時の注意事項

【申告書】

県民税株式等譲渡所得割に係る作業手順について

次ページに示しているとおりに申告書の赤枠内をシステムに入力する。
（申告書の赤枠内に付した丸付け数字と、システム入力画面に付した丸付け数字が対応
している。）

ア 同一の特別徴収義務者に対して複数枚の申告書がある場合は、すべての申告書
の合計額を計算した上で、一度の作業で入力すること。
（同一の特別徴収義務者について、同一の課税実績月に１回しか入力することがで
きないため）

イ 特別徴収義務者番号の入力時に以下の事象が生じた場合は、入力を行わずに県
担当職員に報告すること。
　・システムに特別徴収義務者の氏名、住所及び電話番号が表示されない場合
　・特別徴収義務者番号が変更されている場合
　・特別徴収義務者番号が変更されている場合



【システム入力画面】

ウ

エ

３ 入力した内容の確認を行う。

（１）

（２）

４ 作業の終了報告を行う。

　 県担当職員に、入力した申告書及び入力確認リストを引き渡し、入力した内容と確認結果を報告す
る。

入力項目を全て入力後、登録ボタン押下時に次の表示がされた場合、「はい」を選択のうえ
登録すること。

入力項目を全て入力後、登録ボタン押下時に次の表示がされた場合、「再入力」を選択のう
え登録せずに当該申告書を県担当職員に渡すこと。

入力終了後、システムから県民税株式等譲渡所得申告書入力確認リスト（県株式等譲渡所得第
１号様式）を出力し、入力した内容に誤りがないか確認する。

入力誤りがあった場合は、申告書入力画面から処理区分を入力した上で修正入力を行う。入力
後、上記（１）と同様に、再度入力確認リストを出力し、入力した内容に誤りがないか確認する。

①

②

③


